
令和 29 年 3 月

令和 3 年度 令和 22 年度

１．事業概要
（１）

① 施 設

非適用

無

② 使 用 料

3,810 円 3,812 円

3,810 円 4,186 円

3,810 円 4,380 円令和２年度 令和２年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系は設定していない

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他使用料体系は設定していない

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

令和元年度 令和元年度

処 理 場 数 12箇所

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

「広域化」について、他の自治体との事業統合、流域下水道への接続は地理的条件により不可能。
「共同化」についても、地理的条件により不可能。ただし、汚泥の広域処理については、現在、広島広域都市圏の形成にかかる連携協定
において「下水汚泥の共同処理検討部会」により検討中。
「最適化」については、平成22年度に管内下水道事業計の全体計画を見直し、「広島県汚水適正処理構想」にて反映している。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備
（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の
統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

安芸高田市の下水道使用料は、水道使用量から算定する水量制が基本である。自己水源（井戸）や山水を使用
する場合は、下水道へ排除する量が確認できないため住民基本台帳を基ににした人数制を採用している。本人
の希望により、井戸にメーターをつけ水量制とすることが可能。2ヶ月ごとに徴収している。なお、資産維持率
は見込んでいない。

法適（全部適用・一部適用）
非適の区分

処 理 区 域 内 人 口
国司地区　 　435人
入江地区   　619人
下土師地区 　122人
生田地区   　241人
原田地区   　430人
船佐中央地区 550人

浅塚地区　 　111人
向井原地区　 394人
万念喜地区 　482人
坂上地区   　241人
長田地区   　356人
戸島地区   　260人

流域下水道等への
接続の有無

処 理 区 数
12処理区(吉田町2処理区、八千代町1処理区、美土里町2処理区、高宮町2処理区、甲田町1処理区、向井原町5処理区)
農業集落排水事業については、合併前に計画があった12処理区について既に整備を完了している。
計画があった吉田町竹原地区、美土里町横田地区は、全体計画の見直しにより、個別処理（市設置型合併浄化槽）に変更した。

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： 〜

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

国司ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　　 平成12年度 (21年経過)
入江ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　　 平成18年度 (15年経過)
下土師ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　 平成14年度 (19年経過)
生田浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成12年度 (21年経過)
原田浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成10年度 (23年経過)
船佐中央浄化ｾﾝﾀｰ 平成15年度 (18年経過)

浅塚浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成13年度 (20年経過)
向原浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成18年度 (15年経過)
万念喜浄化ｾﾝﾀｰ　 昭和63年度 (33年経過)
坂上浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成 7年度 (26年経過)
長田浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成11年度 (22年経過)
戸島浄化ｾﾝﾀｰ　　 平成11年度 (22年経過)

別添２−1

安芸高田市農業集落排水事業経営戦略

団 体 名 ： 安芸高田市

事 業 名 ： 農業集落排水事業



③ 組 織

（２）⺠ 間 活 ⼒ の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境
（１）

（２）
今後は人口減少により有収水量が減少していくことが考えられる。有収水量の予測値は下水道の利用状況を反映するため、実際の調定状況を基に将来の推計人口を
勘案して算出した。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。

処理区域内人口の予測
処理区域内人口予測の推計にあたっては、「第2次安芸高田市総合計画基本構想」の人口予測を根拠として、実績値の推移及び数学的手法により推計を行った。

有収水量の予測

資 産 活 用 の 状 況

 ア エネルギー利用
   （下水熱・下水汚泥・発電等） *4

汚泥については、安芸高田市が管理する汚泥再生処理センター「安芸高田清流園」で処
理し、炭化肥料として有効利用を行っている。
下水熱、発電等のエネルギー利用については、小規模施設であり効果の発現がみこめな
い。

 イ 土地・施設等利用
   （未利用土地・施設の活用等） *5

特記事項なし

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

⺠ 間 活 用 の 状 況

 ア ⺠間委託
   （包括的⺠間委託を含む）

施設維持管理業務等を地元のし尿処理業者へ業務委託（「合特法」に伴う代替業務）
電話・窓口対応業務について水道業務委託者へ委託契約している。

 イ 指定管理者制度 計画なし

 ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 計画なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数 2人

事 業 運 営 組 織 下水道課、水道課として運営していた組織を事業の効率化と経営健全化を図るため平成23年度に上下水道課に統合した。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

組織の見通し
適切な人員配置を行う。

1.使用料収入について
　「第2次安芸高田市総合計画基本構想」の人口予測をもとに加入者人口・有収水量の予測を行い使用料収入を推計する。その上で必要となる使用料体系にシミュ
レーションしたものを検討委員会に諮り、回答を得たうえで下水道使用料の改定を行う。また、住民の皆様へ周知するため、広報活動も併せて行っていく。
2.施設の長寿命化対策について
　下水道施設は、その事業の目的である「公共水域の水質保全と快適な生活環境を図る」ため、適正な維持管理を行っている。今後は、施設の老朽化が進んでいく
状況であり、維持管理費の削減のため計画的に機器等の長寿命化対策を行っていく必要がある。平成26年度に策定した農業集落排水最適整備計画を基に順次、機能
強化対策工事1期～3期に着手し、長寿命化を図っていく。
3.経営の健全化に向けて
　人口の減少、施設の老朽化などにより今後一層会計の運営が厳しい状況であるが、経営の健全化に向けて、1での使用料改定、2での補助事業による長寿命化対策
などにより健全化に取り組んでいく。

使用料収入の見通し
平成30年度に使用料の改定を実施し、収入の底上げを図ってきたが、整備率が100%であるため整備による大幅な収入増加は見込めず、今後は人口減少により有収水
量が減少することが想定されることから、比例して使用料収入も減少していくものと考えられる。

施設の見通し
全ての施設が供用開始から15年以上が経過しているため、機械・電気の更新時期を迎えている状況である。平成26年度に農業集落排水最適整備計画を策定してお
り、これに基づいて投資を抑制した効果的な老朽化施設の改築更新を実施していく予定である。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）
※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明
　・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　「合特法」における協定に基づき施設の維持管理委託を行っている。
　・職員給与費に関する事項
　　　適正な人員配置
　・動力費に関する事項
　　　有収水量の多寡により変動するため、平成27年度を基準とした有収水量の変動比を採用し将来推計を行った。
　・薬品費に関する事項
　　　有収水量の多寡により変動するため、平成27年度を基準とした有収水量の変動比を採用し将来推計を行った。
　・修繕費に関する事項
　　　特異値（平成25年度）を除いた平成23年度～平成27年度の4ヶ年の平均値を採用した。
　・委託費に関する事項
　　　平成23年度～平成27年度の5ヶ年の平均値を採用した。

目 標

2.施設の長寿命化対策について
　下水道施設は、その事業の目的である「公共水域の水質保全と快適な生活環境を図る」ため、適正な維持管
理を行っている。今後は、施設の老朽化が進んでいく状況であり、維持管理費の削減のため計画的に機器等の
長寿命化対策を行っていく必要がある。平成26年度に策定した農業集落排水最適整備計画を基に順次、機能強
化対策工事1期～3期に着手し、長寿命化を図っていく。

対象施設 　◎農業集落排水機能強化（1期）
　　　　　 ◎農業集落排水機能強化（2期）
　　　　　 ◎農業集落排水機能強化（3期）

　・処理場等の建設・更新に関する事項
　　　平成26年度に策定した農業集落排水最適整備構想に基づき、12地区の機能強化対策工事を1期～3期に分けて順次実施していく。
　　　　　（安芸高田市実施計画進捗管理表に基づく）
　・管渠の建設・更新に関する事項
　　　管渠の整備は、完了している。管布設後の年数が浅いため当面更新計画はない。ただし、老朽化の度合いに応じて事業化していく。
　・広域化・共同化・最適化に関する事項
　　　最適化は、平成22年度に下水道全体計画の見直しを行い、「広島県汚水適正処理構想」に反映し、現在に至っている。
　・投資の平準化に関する事項
　　　市内にある17処理区の集合処理施設を計画的に更新していくため、対策工事の実施時期の調整を図り実施計画進行管理表を作成した。
　　　また、毎年ローリングを行う。
　・防災・安全対策に関する事項
　　　H26　安芸高田市下水道事業業務継続計画BCP（簡易版）策定　→　H27　安芸高田市下水道事業業務継続計画BCP（詳細版）策定　→　H28～　職員研修会実施

目 標

1.使用料収入について
　「第2次安芸高田市総合計画基本構想」の人口予測をもとに加入者人口・有収水量の予測を行い使用料収入を
推計する。その上で必要となる使用料体系にシミュレーションしたものを検討委員会に諮り、回答を得たうえ
で下水道使用料の改定を行う。また、住民の皆様へ周知するため、広報活動も併せて行っていく。

　・財源の目標に関する事項
　　　機能強化対策事業について、農林水産省の補助事業により実施する。
　　　補助裏財源については、起債を充当する。
　・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　　　H30年12月使用分から下水道使用料を改定した。（平均改定率11.2％）
　　　このことにより、一般会計からの基準外繰入金を削減し経営改善を行う。
　・企業債に関する事項
　　　資本費平準化債を借り入れることにより起債の償還を平準化する。
　・繰入金に関する事項
　　　料金改定を行い、一般会計からの基準外繰入れを削減を図る。（Ｈ30実施）
　・資産の有効活用に関する事項
　　　計画なし

投資・財政計画（収支計画） ： 別 紙 の と お り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

② 今後の財源についての考え方・検討状況

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

その他の取組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本計画は、令和3年度～令和22年度までの20年間を推計期間としているが、収支計画については毎年ローリングを行
い課題を抽出し、解決策を模索していく。
また、本計画の進捗管理については、5年経過時に中間検証を行う。

薬品費に関する事項 主には、放流水の滅菌用塩素であるが、大腸菌群3,000個/ℓ以下で放流するため、日々の管理を行う。ま
た、薬品の種類についてもより安価なものを選定し使用する。

修繕費に関する事項 ストックマネジメント計画を策定しており、施設の効果的な長寿命化対策を行う。

委託費に関する事項 汚泥処理にかかる広域連携について協議会に参加し、検討を行っている。

⺠間活⼒の活用に関する事項
（包括的⺠間委託等の⺠間委託、指定管理者制度、

PPP/PFIなど）
「合特法」における協定に基づき施設の維持管理委託を行っている。

職員給与費に関する事項 適切な人員配置を行う。

動⼒費に関する事項 契約プランについて比較検討し、安価となるもので契約する。

使用料の見直しに関する事項 平成30年4月に使用料の改定を実施しており、今後も定期的に使用料の見直しを実施していく予定として
いる。

資産活用による収入増加
の取組について

処理場の空き地利用、管渠の空間利用など事例が挙げられているが、当該施設は小規模下水道であり、
これらの事例になじまない。今後の動向を見て取り組みを検討したい。

その他の取組

投資の平準化に関する事項 市内にある17処理区の集合処理施設を計画的に更新していくため、対策工事の実施実機の調整を図り、
実施計画振興管理表を作成している。この計画は、毎年ローリングを実施していく。

⺠間活⼒の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

施設の維持管理については、市内のし尿処理業者への代替業務として行っている。

その他の取組 下水道事業業務継続計画を策定しているが、より実効性を持たせるため災害協定を各種団体と締結す
る。また、職員研修を継続してい実施していく。

 （１）において、純損益（法適用）⼜は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で⿊字とならず、⾚字が発⽣している場合には、⾚字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項 最適化は、平成22年度に下水道全体計画の見直しを行い、「広島県汚水処理適正構想」に反映し、現在
に至っている。



様式第2号（法非適用企業）
投資・財政計画

6/9

農業集落排水事業特別会計 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

前々年度 前年度 本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度

区　　　　　分 （決算） (決算見込) （予算）

１ (A) 336,373 339,552 360,140 330,136 319,221 307,498 301,816 292,415 313,151 329,785 328,394 327,002 325,610 324,218 339,460 337,838 336,214 334,590 332,966 342,483 340,694 338,903

（１） (B) 76,666 78,575 77,670 76,719 94,740 93,595 92,500 91,289 90,129 106,763 105,372 103,980 102,588 101,196 116,438 114,816 113,192 111,568 109,944 119,461 117,672 115,881

ア 76,666 78,575 77,670 76,719 94,740 93,595 92,500 91,289 90,129 106,763 105,372 103,980 102,588 101,196 116,438 114,816 113,192 111,568 109,944 119,461 117,672 115,881

イ (C)

ウ

（２） 259,707 260,977 282,470 253,417 224,481 213,903 209,316 201,126 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022 223,022

ア 259,435 260,696 282,456 252,988 224,052 213,474 208,887 200,697 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593

イ 272 281 14 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429 429

２ (D) 213,649 210,091 217,091 204,485 201,143 198,046 195,168 192,251 200,124 199,854 199,584 199,315 199,044 198,774 198,504 198,235 197,965 197,694 197,425 197,155 196,885 196,615

（１） 175,271 178,246 185,618 179,975 179,707 179,443 179,189 178,904 178,634 178,364 178,094 177,825 177,554 177,284 177,014 176,745 176,475 176,204 175,935 175,665 175,395 175,125

ア 10,225 9,571 11,972 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889 11,889

イ 165,046 168,675 173,646 168,086 167,818 167,554 167,300 167,015 166,745 166,475 166,205 165,936 165,665 165,395 165,125 164,856 164,586 164,315 164,046 163,776 163,506 163,236

（２） 38,378 31,845 31,473 24,510 21,436 18,603 15,979 13,347 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490 21,490

ア 35,161 31,136 31,473 24,510 21,436 18,603 15,979 13,347 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139 13,139

イ 3,217 709 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351 8,351

３ (E) 122,724 129,461 143,049 125,651 118,078 109,452 106,648 100,164 113,027 129,931 128,810 127,687 126,566 125,444 140,956 139,603 138,249 136,896 135,541 145,328 143,809 142,288

１ (F) 175,133 135,952 112,543 145,172 149,471 137,520 109,477 130,977 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377 129,377

（１） 85,900 82,800 75,800 87,550 92,050 87,150 74,900 83,500 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900 77,900

58,400 61,000 63,800 60,800 65,300 67,900 67,900 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500 65,500

（２） 53,965 44,004 22,643 22,952 22,751 23,200 23,657 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557

（３）

（４）

（５） 32,979 7,070 12,000 30,750 30,750 23,250 7,000 22,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000

（６） 2,100 1,500 2,100 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920 3,920

（７） 189 578

２ (G) 296,896 265,656 255,592 270,823 267,549 246,972 216,125 231,141 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432 232,432

（１） 88,775 50,887 24,000 57,500 57,500 42,500 14,000 40,000 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500 40,500

（２） (H) 207,937 214,575 230,591 213,260 209,986 204,409 202,062 191,078 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869 191,869

（３）

（４） 184 194 1 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63

（５） 1,000

３ (I) △ 121,763 △ 129,704 △ 143,049 △ 125,651 △ 118,078 △ 109,452 △ 106,648 △ 100,164 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055 △ 103,055収 支 差 引 (F)-(G)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)



様式第2号（法非適用企業）
投資・財政計画

7/9

農業集落排水事業特別会計 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

前々年度 前年度 本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度

区　　　　　分 （決算） (決算見込) （予算）

(J) 961 △ 243 9,972 26,876 25,755 24,632 23,511 22,389 37,901 36,548 35,194 33,841 32,486 42,273 40,754 39,233

(K)

(L) 185 1,146 903 903 903 903 903 903 903 10,875 37,751 63,506 88,138 111,649 134,038 171,939 208,487 243,681 277,522 310,008 352,281 393,035

(M)

(N)

収益的支出に充てた他会計借入金 (O)

(P) 1,146 903 903 903 903 903 903 903 10,875 37,751 63,506 88,138 111,649 134,038 171,939 208,487 243,681 277,522 310,008 352,281 393,035 432,268

(Q)

(R) 1,146 903 903 903 903 903 903 903 10,875 37,751 63,506 88,138 111,649 134,038 171,939 208,487 243,681 277,522 310,008 352,281 393,035 432,268

(S)

(S)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(U) 76,666 78,575 77,670 76,719 94,740 93,595 92,500 91,289 90,129 106,763 105,372 103,980 102,588 101,196 116,438 114,816 113,192 111,568 109,944 119,461 117,672 115,881

(V)

(W)

(X) 70,670 76,666 78,575 77,670 76,719 94,740 93,595 92,500 91,289 90,129 106,763 105,372 103,980 102,588 101,196 116,438 114,816 113,192 111,568 109,944 119,461 117,672

￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

(Y)

(Z) 2,023,910 1,810,135 1,655,344 1,529,634 1,411,698 1,294,439 1,167,277 1,059,699 945,730 831,761 717,792 603,823 489,854 375,885 261,916 147,947 33,978 △ 79,991 △ 193,960 △ 307,929 △ 421,898 △ 535,867

○他会計繰入金 （単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）（単位：千円）

年　　　　　度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

前々年度 前年度 本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度

（決算） (決算見込) （予算）

259,435 260,696 282,456 252,988 224,052 213,474 208,887 200,697 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593 222,593

160,830 161,025 181,354 153,195 142,087 130,179 124,293 114,724 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941 116,941

98,605 99,671 101,102 99,793 81,965 83,295 84,594 85,973 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652 105,652

53,965 44,004 22,643 22,952 22,751 23,200 23,657 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557

21,768 22,186 22,643 22,952 22,751 23,200 23,657 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557 21,557

32,197 21,818

313,400 304,700 305,099 275,940 246,803 236,674 232,544 222,254 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150 244,150合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

区　　　　　分

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((T)/(U)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

((V)/(X)×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(T)

86 86 8678 76 76 76 80 8480 80 80 79 88 88 8784 84 83 83 87 87収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

収益的支出に充てた地方債

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)+(N)+(O)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(P)-(Q) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金



供用開始年月日 年 月 日

処理区域内人口 人

計算期間 自 年 月 至 年 月

（　 　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

78,575 102,776 102,776

0

0

78,575 102,776 0 102,776

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

8,965 5,668 5,668

0

813 723 723

3,806 3,535 3,535

9,722 20,043 20,043

23,306 29,969 0 29,969

給 料 4,767 6,729 6,729

諸 手 当 3,542 3,088 3,088

福 利 費 1,262 2,076 2,076

0

0

0

0

0

0

9,571 11,893 0 11,893

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

16,619 14,514 14,514

6,980 4,413 4,413

0

638 553 553

118,788 110,322 110,322

2,344 4,832 4,832

145,369 134,634 0 134,634

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

709 1,462 1,462

709 1,462 0 1,462

小 計

一
 

般
 

管
 

理
 

費

人
件
費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費負 担金

委 託 料

そ の 他

小 計

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

31,136 15,465 15,465 0

214,575 196,878 196,878 0

0

245,711 212,343 212,343 0

424,666 390,301 212,343 177,958

177,958

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.58

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用
者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率
的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方
（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費
用を記載すること。

小 計

資
本
費

支 払 利 息

地 方 債 償 還 金

企 業 債 取 扱 諸 費


